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研究要旨 
建築物環境衛生管理技術者や建築物の環境衛生全般に関する維持管理に携わっている関係者の、

業務上負担の実情と、業務効率化のためのデジタル技術の活用に関する認識と需要を把握する目的

で統括管理者及び空調給排水管理監督者を対象にアンケート調査を行った。アンケート結果を基に、

水質管理業務に関する IoT 技術活用方針を検討することを目指し、水質検査体制ごとの検査頻度及

び検査項目ごとの検査業務外部委託比率をとりまとめた。調査対象とした水質項目(残留塩素濃度、

濁度、色度(雑用水については外観)、pH)に関しては、いずれの項目においても、飲料水、雑用水を

問わず、検査を外部委託することにより、検査頻度が低下する傾向が認められた。そのうち、特に

雑用水に関して、雑用水の用途に関わらず、比較的高頻度での検査が必要となる外観及び pH につ

いては、検査を外部委託している建築物においては 70~80%程度が不適合となっており、改善の余

地が大きいことが明らかとなった。検査項目ごとの検査業務の外部委託比率に着目すると、残留塩

素濃度については、検査を自己測定により実施している事例が主流であったものの、濁度、色度(外
観)、pH に関しては、30%を超える建築物において、検査が外部委託されていた。IoT 技術を活用

して、これらの項目に関する自動水質管理を実施できる体制を構築することができれば、飲用水の

みならず、雑用水の衛生管理水準の改善に資する可能性が高いことが明らかとなった。 
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A. 研究目的 
特定建築物の運用・点検・維持管理において

建築物環境衛生管理技術者や建築物の環境衛生

全般に関する維持管理に携わっている関係者の、

IoT 技術の現状と活用に関する認識調査を行う

必要がある。 
特定建築物の管理技術者の業務上負担の実

情と、業務効率化のためのデジタル技術の活用

に関する認識と需要を把握するためアンケート

調査を行った。本省では、アンケート調査のう

ち、特に水質管理に関連する内容に焦点を絞り、

結果を報告する。 
 

B. 研究方法 
建築物環境衛生管理の有資格者である統括

管理者及び空調給排水管理監督者を対象にアン

ケート調査を行い、合計318名から回答を得た。

想定する管理建物としては「現在管理されてい

る特定建築物がある場合はその建築物につい

て、無い場合は最近管理した特定建築物」とし

た。 
 
水質管理関連業務に関する設問内容は以下通り

である。 
・検査実施頻度 
・検査実施体制(自己測定 or 外部委託) 
・検査に要する時間 
・中央監視システムやBEMS（Building Energy 
Management System）の導入状況 
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・中央監視システムや BEMS の活用状況 
 
回答は上述した通り、合計 318 件であった。

但し、項目によっては有効回答が得られない、

未記入などがあったため、有効回答数の合計が

318 にならない場合がある。 
 

C. 研究結果および考察 
C.1. 検査体制ごとの水質検査頻度 
図 5-1 に検査体制ごとの飲料水及び雑用水の

残留塩素濃度の検査頻度を示す。本項目につい

ては、飲料水、雑用水とも建築物衛生法におい

て、「7 日以内ごとに 1 回」の検査が必要である

と定められており、本調査においては、「週 1回」

もしくはそれを上回る頻度にて検査を実施して

いると回答のあった建築物においては、基準に

適合する頻度で検査が実施されていると判断で

きる。飲料水の残留検査を自己測定にて実施し

ていると回答のあった建築物においては、検査

頻度が月 1 回(2%)、もしくは年 2 回(1%)とする

不適合事例がわずかに認められたものの、全体

の 97%の建築物において、建築物衛生法で定め

られた頻度、もしくはそれを上回る頻度で検査

が実施されていた。雑用水に関しては、飲料水

を下回るものの、自己測定にて検査を実施して

いる建築物においては、88%が建築物衛生法に

適合する頻度で、検査を実施していた。一方、

検査を外部委託している建築物に関しては、飲

料水に関しては 34%、雑用水に関しては、73%
が不適合であるとする結果が得られた。これら

の結果は、検査を外部委託している建築物にお

いては、自己測定により実施している建築物と

比較して、検査頻度不適合率が増加することを

示すものであり、昨年度の調査にて実施したア

ンケート結果と整合するものである。 
検査体制ごとの濁度、色度(雑用水については

外観)、pH の検査頻度を、図 5-2、図 5-3、及び

図 5-4 にそれぞれ示す。いずれの項目も、飲料

水に関しては、建築物衛生法に定められた検査

頻度は「6 ヶ月ごとに 1 回」となっている。一

方で、雑用水に関しては、pH 及び外観は、用途

に関わらず、「7 日以内ごとに 1 回」の頻度での

検査が必要となっており、飲料水よりも求めら

れる検査頻度が多くなっていることに留意が必

要な項目であるといえる。雑用水における濁度

については、雑用水を散水、修景、清掃用水と

して使用する場合には「2 月以内ごとに 1 回」

の検査頻度が必要と定められているのに対し、

雑用水を水洗便所用水として使用する場合には

検査が必要な項目には含まれていない。 
いずれの項目も、検査を外部委託している建

築物においては、検査を自己測定で実施してい

る建築物と比較して検査頻度が低くなっており、

検査項目に関わらず、自己測定にて検査を実施

できる体制が構築されていない項目に関しては、

検査頻度が低下することが明らかとなった。特

に、用途に関わらず、「7 日以内ごとに 1 回」と

比較的高頻度での検査実施が求められる雑用水

の外観及び pH については、自己測定における

検査頻度不適合率がそれぞれ 11%及び 16%で

あったのに対し、検査を外部委託している建築

物では、検査頻度不適合率がそれぞれ 81%及び

70%まで上昇していた。これらの結果より、外

部委託比率が高い検査項目においては、検査実

施頻度が低下し、検査頻度不適合となる可能性

が高くなることが明らかである。検査の外部委

託比率が高い項目に関しては、IoT 技術等を活

用し、検査負荷を低減することで、自己測定を

実施することができる体制を構築することが有

効となると考えられる。次項においては、どの

ような項目において、外部委託比率が高くなっ

ているのか、検討を行う。 
C.2. 検査項目ごとの外部委託比率 
図 5-5 及び図 5-6 に飲料水及び雑用水におけ

る残留塩素濃度、濁度、色度、pH 検査の外部委

託状況をそれぞれ示す。飲料水に関しては、残

留塩素濃度を除くすべての項目で、半数近くの

建築物において、検査が外部委託されていた。

検査頻度が「6 ヶ月ごとに 1 回」とされている

ことから、頻繁に検査を行うことを想定した体

制は構築されていない可能性が考えられる。雑

用水に関しては、残留塩素濃度については、外

部委託比率が飲料水より高く、28%となってい

た。その他の項目に関しては、飲料水における

同一項目と比較すると、外部委託比率が低くな

っているものの、30%を超える建築物において、

検査が外部委託されていることが明らかとなっ

た。外観や pH に関しては、雑用水の用途に関
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わらず、「7 日以内ごとに 1 回」という比較的高

頻度での検査が求められる項目であり、上述し

たように、検査を外部委託している建築物にお

いて不適合率が上昇する傾向となっていること

も考慮すると、これらの測定項目に関する自動

水質監視装置を導入することは、雑用水の水質

管理においても有効な手段となる可能性が考え

られる。 
特定建築物において定期的な検査が必要と

なる水質項目のうち、残留塩素濃度、濁度、色

度に関しては、複数の会社からこれらの項目の

連続測定が可能な水質自動監視装置が販売され

ている。また、そのような水質自動監視装置の

多くにおいて、オプションの機能として pH の

連続測定機能を追加することも可能となってい

る。このような装置の多くは、浄水場をはじめ

とする水処理施設における水質管理を目的とし

た装置であるものと考えられるが、同様の原理

を活用して、建築物内に設置することが可能な

装置が開発されれば、特定建築物における水質

管理水準の向上に資することが期待される。雑

用水の水質管理に関しては、色度は検査対象項

目ではなく、外観として「ほとんど無色透明で

あること」と定められている。当該項目に関し

ては、水質自動監視装置においては、色度を活

用した評価を行うこととなる可能性が高いもの

と考えられるが、この場合、「ほとんど無色透明

であること」という状態を確保することのでき

る色度の基準等を事前に検討することが必要と

なる。 
 

D. まとめ 
本調査では、統括管理者及び空調給排水管理

監督に対して実施したアンケートより、水質検

査に関して、検査体制ごとの検査頻度及び検査

項目ごとの検査の外部委託比率をとりまとめ、

IoT 機器を活用した水質管理体制の構築が特に

求められる項目について、検討を行った。調査

対象として、残留塩素濃度、濁度、色度(雑用水

については外観)、並びに pH を選定したが、い

ずれの項目においても、検査を外部委託するこ

とにより、検査頻度が低下する傾向が認められ

た。雑用水の用途に関わらず、比較的高い検査

頻度が求められる外観や pH に関しては、検査

を外部委託している建築物においては、

70~80%程度の建築物において、建築物衛生法

で定められている検査頻度を下回る頻度で検査

が行われており、改善の余地があるものと考え

られた。検査項目ごとの検査業務の外部委託比

率に着目すると、残留塩素濃度については、検

査を自己測定により実施している事例が主流で

あったものの、濁度、色度(外観)、pH に関して

は、30%を超える建築物において、検査が外部

委託されていた。IoT 技術を活用して、これら

の項目に関する自動水質管理を実施できる体制

を構築することができれば、飲用水のみならず、

雑用水の衛生管理水準の改善に資する可能性が

高いことが明らかとなった。 
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図 5-1 検査体制ごとの飲料水及び雑用水の残留塩素濃度検査頻度 

((a): 飲料水・自己測定、(b): 飲料水・外部委託、(c): 雑用水・自己測定、(d): 雑用水・外部委託) 

 
図 5-2 検査体制ごとの飲料水及び雑用水の濁度検査頻度 

((a): 飲料水・自己測定、(b): 飲料水・外部委託、(c): 雑用水・自己測定、(d): 雑用水・外部委託) 
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図 5-3 検査体制ごとの飲料水及び雑用水の色度(雑用水は外観)検査頻度 

((a): 飲料水・自己測定、(b): 飲料水・外部委託、(c): 雑用水・自己測定、(d): 雑用水・外部委託) 

 
図 5-4 検査体制ごとの飲料水及び雑用水の pH 検査頻度 

((a): 飲料水・自己測定、(b): 飲料水・外部委託、(c): 雑用水・自己測定、(d): 雑用水・外部委託) 
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図 5-5 飲料水における残留塩素濃度、濁度、色度、pH 検査の外部委託状況 

((a) 残留塩素、(b) 濁度、(c) 色度、(d) pH) 

 
図 5-6 雑用水における残留塩素濃度、濁度、外観、pH 検査の外部委託状況 

((a) 残留塩素、(b) 濁度、(c) 外観、(d) pH) 


